
H.16.4
地方公営企業法を

全部適用
千葉県病院局設置

経 営 管 理 課

がんセンター（S47.11）
病床数３４１

救急医療センター（S55.4）
病床数１００

精神科医療センター（S60.4）
病床数５０

こども病院（S63.10）
病床数２０３

循環器病センター（H10.2）
病床数２２０

東 金 病 院（S28.8）
病床数１９１ （運用６０床）

佐 原 病 院（S30.10）
病床数２４１ （運用２０４床）

［他に人間ドック１０床］

病院事業管理者

（病院局長）

役割

県立7病院を経営し、病院

の業務を執行する。

県立病院の概要
○ 病床数合計 １，３４６床（運用病床数 １，１７８床）
○ 職員数（２１年４月） ２，００８人（医師数３２４人）
○ 年間事業費（２０年度） ３７９億円
○ 年間延べ患者数（２０年度） 入院 ３４万人 外来 ４７万人
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・全県を対象とした特殊な心
疾患や脳血管疾患の診断と
治療
・地域医療の提供

・全県的な小児医療の最後
の砦
・特に新生児医療と外科的
疾患に広く対応

精神科医療センター

がんセンター

救急医療センター

・県内唯一の高度救急救命
センター
・県全体の救急医療を支え
る最後の砦

・精神科救急に特化した短
期集中治療型病院
・本県唯一の精神科三次救
急施設

県内唯一のガンマナイフによる脳血管疾患の治療と、
全国に先駆けて成人先天性心疾患治療に取り組む

心臓の奇形をはじめとする先天性異常疾患や白血病の
治療において全国トップクラスの治療実績

全国で初めて精神科救急医療を実践

全国的にも稀有な独立型救命救急センター

日本で３番目に創設されたがん専門病院
－放射線治療や遺伝子治療などの高度先進治療を実施
－設立時から研究局を併設

こども病院

循環器病センター

東金病院

佐原病院

・県内がん医療の最後の砦
・都道府県がん診療連携拠
点病院
・臨床と連携したがん研究、
先進治療の開発

１市１町の地域医療センターへ引き継ぐ予定（平成25年度）

各県立病院の特徴

24時間体制の救急患者受付

・地域医療の提供

・地域医療の提供
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経常収支の改善

医師等の人材確保

施 設 の 整 備

経営形態の見直し

・ 収入増加、確保対策
・ 経費削減、抑制対策
・ 民間的経営手法の導入

・ 全国に向けたＰＲの実施
・ 施設による積極的な医師
派遣要請活動

・ 待遇や勤務環境の改善

・ 救急と精神の整備計画
策定（Ｈ２１）

・ がんの整備の検討（Ｈ２１）
・ こども病院に分娩施設の
増築（Ｈ２３までに）

・ 独法化（非公務員型）など
先行事例の研究、検討

・ Ｈ２０年度は約１２億円の赤字
・ 高度部門が多いため、一般会計繰入金が多い
・ 高度専門病院は黒字基調、地域病院は赤字基調

・ 麻酔科、整形外科、一般内科などの医師が特に不足
・ 産休、育休取得者の増加による看護師不足

・ 救急医療センターと精神科医療センターは老朽化
により建替えが必要

・ がんセンターは耐震不足や老朽化で施設整備が必要
・ 新生児医療の充実のため、こども病院に分娩機能
を付加

・ 全部適用の活用。独自の採用制度など柔軟性が必要
・ 独法化の前提として収支の改善が必要

＜課題＞ ＜取組み＞

病院局の課題と取組み
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経常収支の改善

１ 課題
（１）病院事業会計の赤字解消

・平成２０年度決算見込み＝△１２億円 前年度より約２億円改善
（高度専門５病院＋２．６億円 地域２病院△１０億円 経営管理課△５億円）

２ 取組み
（１）収入増加･確保対策

・早期に患者相談に応じることによる未収金の発生防止

・地域医療連携を拡充し紹介率の向上による患者数の増加

（２）経費削減･抑制対策

・委託契約の見直し（一括契約、複数年契約等）による費用の削減

・医薬品･診療材料について、県立病院間での共同購入の拡大により費用の削減
など

（３）民間的経営手法の導入

・民間経験者を採用
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単位：百万円

区 分
がん

センター

救急医療

センター

精神科

医療

センター

こども

病院

循環器病

センター

東金

病院

佐原

病院

経営

管理課
事業合計

収益 １０，５７６ ５，１２０ １，５５７ ７，１４６ ６，５０３ １，６４０ ３，７３６ ３９３ ３６，６７０

医業収益 ８，２６７ ３，２４６ １，０５８ ５，０６６ ５，０７１ １，２１２ ３，１０７ ０ ２７，０２７

うち入院収益 ４，６２１ ２，９１７ ５８４ ３，７４９ ４，３４９ ５２０ ２，２３５ ０ １８，９７５

うち外来収益 ３，５１８ ３０８ ４６４ １，２９４ ６３９ ６８６ ７７１ ０ ７，６８１

医業外収益 ２，３１０ １，８７４ ４９９ ２，０８０ １，４３２ ４２７ ６２９ ３９３ ９，６４３

うち一般会計
繰入金

２，１１８ １，８４８ ４６５ ２，０５６ １，４０７ ４０４ ６１８ ３６５ ※ ９，２８１

費用 １０，２１３ ４，８３８ １，３２８ ６，８４８ ７，４１２ ２，２５１ ４，１２８ ９００ ３７，９１９

医業費用 ９，７９２ ４，６４２ １，２８３ ６，４８９ ６，９１７ ２，１６５ ３，９３２ ８８５ ３６，１０５

医業外費用 ４２１ １９６ ４５ ３５９ ４９５ ８７ １９６ １５ １，８１４

医業収支 △１，５２５ △１，３９６ △２２５ △１，４２３ △１，８４６ △９５２ △８２５ △８８５ △９，０７８

医業外収支 １，８８９ １，６７８ ４５４ １，７２１ ９３７ ３４１ ４３３ ３７８ ７，８２９

純利益 ３６３ ２８２ ２２９ ２９８ △９１０ △６１２ △３９２ △５０７ △１，２４９

５病院・２病院 ２６３ △ １，００４

※この他、施設整備等に係る資本的収入として、一般
会計繰入金１，２６３百万円を受けており、繰入金の合
計は１０，５４４百万円。

資金残高は、２，６０９百万円となっている。

平成20年度決算見込み
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千葉県立病院改革プラン（21年3月策定）

Ⅰ 公立病院改革ガイドライン

Ⅱ 千葉県立病院改革プランの概要

（平成１９年１２月 総務省通知）

○ ２１年度から３年間で経常収支の黒字化を目指す計画づくり
（再編・ネットワーク化や経営形態の見直しについても状況により
記載する）

① 経営の効率化に係る計画 ⇒ 収入確保策や経費削減策、民間的経営手法の導入、施設整備等を記載

② 収支計画

③ 再編・ﾈｯﾄﾜｰｸ化⇒

④ 経営形態の見直し ⇒ 非公務員型の独立行政法人などへの移行について課題等の整理を行い、経営
形態の見直しについて検討

東金病院：東金市、九十九里町による地域医療ｾﾝﾀｰ開設時（２５年中目途）に引継予定
佐原病院：国保小見川総合病院との再編・ﾈｯﾄﾜｰｸ化について、今後協議予定

中期経営計画[H20～H22]
・患者サービスの向上
・良質な医療サービスの安定的
提供

・経営基盤の確立

中期経営計画の見直し

６

２０年度決算見込み

▲７億４，１００万円
（７病院合計）

▲１２億４，９００万円
（病院局全体）

２３年度計画

２億５，５００万円
（７病院合計）

▲４億５，４００万円
（病院局全体）

２５年度計画

８億８，２００万円
（７病院合計）

１億７，３００万円
（病院局全体）



医師等の人材確保

１ 課題
（１）医師不足

・麻酔科、整形外科、一般内科等特定診療科の医師の不足
（２）看護師不足

・育児休業、産休等が年々増加していることによる看護師不足

２ 取組み
（１）共通の確保対策

・県立病院の魅力を全国にＰＲ
・給与面の待遇改善と適正な評価
・勤務環境の改善 育児短時間勤務制度の活用促進、院内保育所の充実

（２）医師の確保対策
・医科大学等への医師派遣要請
・研修医の受入促進 初期・後期研修医の積極的受入れ

・医師の交流促進 県立病院間の人材有効活用、近隣医療機関との医師交流促進

（３）看護師の確保対策
・新規採用者の辞退率低下の取組 第１希望病院への優先配属

・離職防止のための取組 職場研修の充実、メンタル面の支援

・潜在看護師の受入促進 職場復帰研修の実施、勤務時間の弾力化

７



15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

がんセンター ７０ ７２ ６９ ７５ ８０ ８７ ８０

救急医療ｾﾝﾀｰ ４０ ３９ ３７ ３６ ３９ ３９ ３９

精神科医療ｾﾝﾀｰ １１ １２ １１ １３ １３ １３ １２

こども病院 ５６ ５７ ６２ ６５ ５９ ６２ ７０

循環器病ｾﾝﾀｰ ５１ ５１ ４９ ５０ ４６ ４７ ４４

東金病院 ２４ ２３ １７ １２ １２ ９ ９

佐原病院 ２８ ２７ ２３ １９ １８ １８ ２０

［レジデント］ ２ １７ ２２ ２３

［初期研修医］ ７ １５ ２８ ２０ １９ ２７

計 ２８０ ２８８ ２８３ ３００ ３０４ ３１６ ３２４

（各年度4月1日現在 単位：人）

※医師数は、正規職員・医員（嘱託）及びレジデント、初期研修医の合計数

※レジデント及び初期研修医はローテーションのため各病院に含めず別掲

医師数の推移
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経営形態の見直し

１ 課題
（１）地方公営企業法全部適用の問題点

・戦略性、柔軟性、迅速性を欠く
・病院経営に必要な人の配置ができない
・公務員給与のため柔軟な対応ができない
・変化に応じた迅速な予算執行ができない

２ 取組み
（１）経営形態見直しの検討

・非公務員型の地方独立行政法人について、先行事例の比較検討

（参考）県立病院将来構想検討会報告（20年11月25日）

非公務員型の地方独立行政法人については、経営の各場面でその効果が発揮できる
効率的経営形態の側面が多いので、移行を積極的に検討すべきである。
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地方公営企業法の一部適用、全部適用、地方独立行政法人の比較

１０

地方公営企業法
（一部適用）

地方公営企業法
（全部適用）

一般地方独立行政法人
（非公務員型）

１ 人事

職員の身分 地方公務員 地方公務員 地方公務員ではない

役職員の任命 知事が職員を任命 知事が管理者を任命
管理者が職員を任命

知事が理事長及び監事を任命
理事長が副理事長、理事及び職員を
任命

２ 定数管理 条例で定める 条例で定める 理事長が定める

３ 給与 条例で定める 条例で給与の種類と基準を定める
給与の額、支給方法等の細目は
管理者が定める

県等の給与を参考に理事長が定める

４ 予算 県の予算（単年度主義） 県の予算（単年度主義）
管理者が原案作成

独自の予算で中期編成など弾力的な
予算執行が可能

５ 運営財源
（料金以外の県費）

地方公営企業法第17条の2、
国の繰出基準通知に基づく
運営費負担金

地方公営企業法第17条の2、国の

繰出基準通知に基づく運営費
負担金

地方独立行政法人法第85条、国の
繰出基準通知に基づく運営費交付金

６ 運営計画 計画は法律に基づかないが、
一般的に作成

計画は法律に基づかないが、一般
的に作成
(第2次千葉県病院局中期経営計画,
千葉県立病院改革プラン)

地方独立行政法人法に基づく中期
計画・年度計画を策定
（県が中期目標を定める）

７ 評価制度 法令に基づく評価制度はない 法令に基づく評価制度はないが、
外部委員会の意見を聞き評価
（千葉県病院運営懇談会）

地方独立行政法人法に基づく評価
制度
（外部委員による評価委員会を設置）

８ 契約 地方自治法･地方公営企業法
に基づき、知事が契約

地方自治法･地方公営企業法に基づ
き、管理者が契約

地方自治法･地方公営企業法の制約
を受けずに理事長が弾力的に契約



施設の整備

○救急医療センター・精神科医療センターの建替え
【救急医療センター】
（１） 課題

・満床による救急患者の受入断り ・老朽化（給排水管等）
・機能の陳腐化（救急処置室等）など

（２） 取組み 施設整備計画の策定（平成21年度）

・多くの救命救急患者の受入 ・機能の陳腐化への対応
・全県的な救急搬送コーディネーターセンター
・都市型災害（列車事故など）の中核的医療センター

【精神科医療センター】
（１）課題

・満床が常態化 ・外来診療室・待合ｽﾍﾟｰｽの不足
・ﾘﾊﾋﾞﾘ施設の狭隘化 ・老朽化（給排水管等）
・身体的合併症を有する患者の増加 など

（２）取組み 施設整備計画の策定（平成21年度）

・多くの精神科救急患者の受入 ・外来患者の増加への対応
・身体的合併症を有する患者への適切な医療
・医療観察法指定入院医療機関
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○こども病院への分娩機能の付加
１ 課題
・出生後に新生児だけをこども病院へ搬送

すぐに治療できない、救急搬送中のリスク、母子分離による母親の不安

２ 取組み
・こども病院の機能を活かしつつ分娩機能を付加 23年度オープン予定

○がんセンターの施設整備の検討
１ 課題
・老朽化の進行
・一部施設の耐震不足
・外来患者の増加による診療スペースの狭隘化

２ 取組み
・施設整備の方向性の検討 その後整備計画の策定
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県立病院が担うべき役割

県保健医療計画で定める県立病院の役割

○「循環型地域医療連携システム」を補完・拡充する機能、すなわち、医療
圏内で完結することができない高度専門医療の最後の砦としての全県
（複数圏域）対応型医療機能

○二次保健医療圏で完結する一般的な地域医療については、全県的見地
からの対応ではなく、地域の実情を踏まえた医療提供体制を整備してい
く必要があることから、地域の民間病院や市町村等が担うことが重要

地域の医療提供体制が整うまでは県立病院として充実させていく

【具体的な医療機能】
（１）先端・高度専門的ながん医療と研究
（２）高度専門的な循環器医療
（３）高度専門的なこども医療と周産期医療
（４）全県（複数圏域）を対象とした救急医療
（５）全県（複数圏域）を対象とした精神科医療
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